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それ以降の世代では低下する。事前積立方式の下では2036年生まれの世代で26.55％と最大となる。
図14は、経済前提Ⅱ－2における生涯負担率を示したものである。生涯負担率はいずれの世代で
も基準ケース（改革シナリオB2）より高く、均衡財政方式の下では2039年生まれの世代で33.51％
（基準ケース（改革シナリオB2）に比べ1.35％ポイント高い）と最大となる。生涯負担率が最大と
なる世代が異なるため厳密な比較ではないが、生涯負担率がピークを迎える世代でおよそ4％ポイン
ト程度の開きが見られる。事前積立方式のもとでは2036年生まれの世代で30.57％（基準ケース
（改革シナリオB2）に比べ1.64％ポイント高い）と最大となる。
このように、いずれのシナリオの下でも、積立方式への移行により二重の負担を被る世代の生涯負
担率は、均衡財政方式のもとでの負担率よりも低くなることが確認された。医療費・介護費用の伸び
に関する想定の違いや、経済前提の違いは、生涯負担率の水準自体には影響を与えるものの、将来世
代の負担率は積立方式に移行した方が小さくなるという定性的事実の頑健性を示すものといえる。
積立方式の導入については、移行期に保険料負担をする世代は、自分たちの給付のための負担と、
従来の財政方式で前提とされる高齢者世代の給付のための負担の双方を負担しなければいけないとい
う「二重の負担」の問題があり、積立方式への移行の障害であると一般にいわれている。
積立方式へ移行することで二重の負担が生じる世代の負担も軽減されることは、Fukuiand
Iwamoto（2007）、岩本・福井（2007）で確認されてきた帰結である。旧版モデルおよび2009年9
月版モデルを用いた岩本・福井（2009a、2009b）により、この帰結は人口・労働力の前提に左右さ
れないことが示された。さらに本稿の分析により、将来費用推計や経済前提の違いによっても左右さ
れない頑健な帰結であることが確かめられた。
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注
＊ 本稿は、旧稿であるRIETIDiscussionPaperSeries10-J-035を加筆修正したものである。本稿で使
用される医療・介護保険財政モデルについては、岩本・福井（2009b）を参照。旧稿作成の過程で、川
瀬晃弘、木村真、土居丈朗、橋本恭之氏および経済産業研究所関係者から有益なコメントを頂いた。ま
た、本誌の2名の匿名レフェリーからは本稿に対して貴重なコメントを頂いた。ここに記して、感謝
の意を表したい。
1）基礎年金については現行の社会保険方式を前提とした場合の追加所要額であり、国庫負担割合の2分
の1への引き上げ分を含んでいる。
2）欧州連合では、2060年までの期間について社会保障、教育等の人口に依存する財政支出の予測をおこ
ない、 EU各国の財政の持続可能性を検証する作業を定期的におこなっている （European
Commission,Directorate-GeneralforEconomicandFinancialAffairsandEconomicPolicy
CommitteeWorkingGrouponAgeingPopulations,2009）。推計方法や予測にあたっての経済前提
等はEuropeanCommission（DGECFIN）andEconomicPolicyCommittee（AWG）（2008）に示
されている。
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3）公費負担における国、都道府県、市町村の負担割合はそれぞれ異なっている。協会けんぽは、全額国の
負担である。
4）後期高齢者医療制度における支援金の財源に占める割合は創設時の2008年度は4割であるが、将来は
74歳未満人口が減少する割合の2分の1だけ減少させることが予定され、2年に1回見直すことになっ
ている。
5）介護保険制度での納付金の財源に占める割合は、64歳未満人口の総人口に占める割合の2分の1とな
るように、3年に1回見直される。2005～2008年度は0.31、2009～2011年度は0.3となっている。
6）具体的には、後期高齢者支援金、前期高齢者納付金と前期高齢者交付金の差額、介護納付金のそれぞれ
について、国民健康保険についてはその50％を、協会けんぽについてはその16.4％を、公費で負担し
ている。
7）表1に集計されていない公費負担としては、例えば、国保の高額療養費共同事業への補助、健保組合
等への事務費補助等がある。
8）なお、ここで述べたような公費負担は、給付費に比して保険料収入が少なく、財政状況の苦しい保険制
度への財政支援の意図がある。しかし、負担比率は複雑であり、全体として整合的な体系になっている
とはいいがたく、何らかの制度見直しが必要であると考えられる。岩本（1996）は、こうした公費負
担の問題点を指摘して、制度間の財政格差の調整をリスク構造調整によっておこなうこととし、公費負
担は全体への負担を意図するような、改革案を提唱している。
9）詳細については3節で述べるが、国民会議シミュレーションは将来の医療・介護提供体制と経済前提
について複数の想定をおくことで、幅を持たせた将来推計をおこなっている。これらのうち、本稿では、
2008年10月31日の経済財政諮問会議に吉川洋座長が提出した資料「社会保障の機能強化のための追
加所要額（試算）」でとりあげられたものを基準ケースと考えることにして、表2に示している。
10）介護保険の自己負担率はすべての給付対象者について原則1割で一律であるので、自己負担率が将来
も一定であるとする想定は、さほど問題を生じないだろう。
11）より厳密には、2011年度、2015年度の保険料・公費負担の内訳は「社会保障の給付と負担の見通し」
（2006年5月推計）と同じであると想定し、2025年度の内訳は、2011年度から2015年度への内訳
の変化が持続するものとして外挿で求めている。なお、「社会保障の給付と負担の見通し」（2006年5
月推計）では、財源調達の推計方法の詳細は記載されていないが、給付費の見通しから推察する限り、
現行制度に基づく公費負担額と保険料を推計しているものと考えられる。
12）介護保険の給付対象者は原則高齢者であり、介護費用の伸び率には若年者・高齢者という区別は生じな
いので、伸び率の想定の違いによる公費負担割合のバイアスは、介護保険については発生しないものと
考えられる。
13）先行研究についての整理は岩本（2007）やFukuiandIwamoto（2007）に詳しい。
14）国民会議シミュレーションの推計方法の詳細については岩本・福井（2009b）を参照されたい。
15）介護費用の単価の伸びについては、物価と賃金の伸びの加重平均であるとするケースのみが設定されて
いる。
16）それ以外にも、医療・介護予防の効果や介護職員の人件費について異なる想定を置いた幾つかのオプショ
ン・シミュレーションもなされている。
17）このシナリオを基準ケースとしたのは、「社会保障の機能強化のための追加所要額（試算）」でとりあげ
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られ、「人口の変化等を踏まえた年金財政への影響（暫定試算）：平成19年2月（厚生労働省年金局）」
における基本ケース（ケースⅡ－1、この想定は、「平成21年財政検証結果」でも用いられた）でもあ
るからである。
18）医療・介護費用の詳細な推計方法については岩本・福井（2009b）を参照。
19）岩本（2007）が詳細に述べているように、従来厚生労働省が公表してきた「社会保障の給付と負担の
見通し」では、物価上昇率の変動を考慮しないまま、1人当たり名目医療費の伸びを外挿するという、
経済学的にみて不適切な推計方法がとられてきた。
20）法定の自己負担率から得られた推計値は、実際の給付費よりも若干過大になる。その原因は、社会保障
給付の対象でない医療費が存在することや、高額療養費制度が存在することにある。そこで推計値総額
が実際の給付費総額と一致するように、毎年度の年齢別法定自己負担率を一律に比例的に調整している。
21）いずれのシナリオにおいても、2025年度までの医療費の単価の伸びは過去の経済成長率に連動するケー
ス（ケース①）を想定している。
22）『国民健康保険実態調査報告』（厚生労働省保険局）の男女別年齢別被保険者数（市町村：一般＋退職
者）が、総数で『国民健康保険事業年報』（厚生労働省保険局）の各年9月末時点の男女計被保険者数
（市町村）と一致するよう比例的に調整したものを年齢別国保加入者の推計値とし、それを各年の『国
勢調査』あるいは『推計人口』の年齢別人口で除して年齢別加入者割合（男女計）とした。
23）『健康保険被保険者実態調査報告』（厚生労働省保険局）の政管健保の年齢階層別被保険者数および年
齢階層別被扶養者数（それぞれ男女別）が、『事業年報：政府管掌健康保険・船員保険・厚生年金保険・
国民年金・組合管掌健康保険・国民健康保険・老人保健』（社会保険庁）の各年9月末時点の被保険者
数および被扶養者数（それぞれ男女別）とそれぞれ総数で一致するように比例的に調整して年齢階層別
被保険者数および年齢階層別被扶養者数を男女別に推計し、それを年齢階層ごとに集計したものを、各
年の『国勢調査』あるいは『推計人口』の年齢階層別人口で除して年齢階層別加入者割合（男女計）と
した。
24）後期高齢者医療制度での支援金の財源に占める割合は創設時の2008年度は4割であるが、74歳未満
人口が減少する割合の2分の1だけ減少することになる。実際は2年に1回見直すことになっている
が、シミュレーションでは2008、2009年度を4割、2010年度以降は4割に「（当該年度の74歳未
満人口－2008年度の74歳未満人口）／2008年度の74歳未満人口の2分の1」を乗じて計算してい
る。
25）介護保険制度での納付金の財源に占める割合は、64歳未満人口の総人口に占める割合の2分の1とな
るように、3年に1回見直される。シミュレーションでは、2008年度は0.31、2009～2011年度は0.3
という法定の値を用い、2012年度以降は64歳未満人口の総人口に占める割合の2分の1と置いた。
26）公的年金の将来推計では、給付と負担の両方について推計をおこない、純受益の世代間格差について検
討されるのが通常である。それに対して、本稿が分析対象としている医療・介護サービスは疾病や障害
を持った際に必要なものであり、そのサービス消費の世代間格差を議論することにあまり意味はないと
判断し、費用負担の側面のみに関心をしぼる。
27）本稿の分析においては、FukuiandIwamoto（2007）、岩本・福井（2007、2009a）と同様、将来の
高齢者医療費と介護費用にあてられる社会保険料を事前積立する政策シナリオについても推計している
が、公費負担の将来動向に議論の焦点を絞るため、本文では現行の財政方式に近い均衡財政方式のみの
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推計についてのみ述べる。事前積立した場合の推計結果については、均衡財政方式での生涯負担率と合
わせ、補論にまとめている。
28）岩本（2007）は、わが国の経済学者による医療費予測について網羅的にサーベイしている。
29）岩本・福井（2009a）は旧版モデル（2008年4月版モデル）を用いているのに対して、岩本・福井
（2009a）は2009年9月版モデルを用いている。これらを比較することで、モデルの改良による帰結
への影響を確認できる。
30）今回の作業中に、過去の版では15歳から積立する計算となっていたプログラムミスがあることが判明
した。本稿では、正しく40歳からの積立になるように修正している（DP版では一部の修正もれがあっ
たが、それも修正した）。積立期間が短くなるため、積立方式移行後の保険料率は高くなる。しかし、
積立金総額は減少するので、移行過程での保険料率は若干減少することになる。
31）かりに『将来推計人口』で変化しなくなった後の死亡率データを元に積立方式の保険料率を計算すると、
積立金の対GDP比が一定に保たれる。しかし、遠い将来の予測のみに依存する制度設計は現実には受
け入れられがたい。現実的な制度設計では、本稿のように近い時点での死亡率データを用いた保険料率
の計算の方が支持されるだろう。
32）FukuiandIwamoto（2007）、岩本・福井（2007）では、金利と成長率の差の想定が事前積立方式の
保険料率に大きな影響を与えることが示されている。
33）生涯負担率の推計の際、公費負担は各年度の租税で調達されるものと仮定している。現状の政府は巨額
の財政赤字を出しているので、この想定は現実とは乖離した部分がある。しかしながら財政赤字を考慮
して推計すると、将来における財政赤字のシナリオのみによって世代ごとの負担は大きく違うことにな
る。本稿の意図は、現役世代の負担で高齢者の医療費の財源調達をしているという社会保障制度の構図
の下で世代間負担格差を明らかにするということであるため、均衡財政を仮定したもとでのシミュレー
ションをおこなう。
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Abstract
Thispaperforecastsalong-termtrendofgovernmentsubsidiestohealthinsuranceandlong-
termcareinsurancebasedonthelatestversion（September2009）ofourHealthandLong-term
CareInsuranceModel（HLIM）.ThenewHLIM isrevisedtoreferthesimulationconductedby
NationalCouncilonSocialSecurity.WealsoestimateenroleesofNationalHealthInsuranceand
KyokaiHealthInsuranceforthenewHLIM totakeaccountofgovernmentsubsidiestothose
Insurances.
NationalCouncilonSocialSecurityprojectsthatgovernmentsubsidiestohealthcareand
long-termcarecostswilincreasefrom2007to2025by1.8percentofGDP.Thispaperestimates
that,from2025to2050,thesubsidieswilincreaseby2.3percentofGDP（thosetohealthinsur-
ancewilincreaseby1.25percentandthosetolong-termcareinsuranceby1.05percent）.The
subsidieswilincreasefurtherduringabouttwodecadesafter2050.Thetaxreformwithalong
timehorizonshouldrecognizethisfact,thusemployingappropriatemeasurestoraiserevenues.
Sincegovernmentsubsidiesgoestotheolderold,governmentsubsidieswilgrowfasterthan
socialinsurancepremiums.Financingthroughtaxationseemsalreadydifficult.However,itwil
becomemoredifficultinthefuture.Itmightbeworthexaminingthereformthatreduceapor-
tionofgovernmentsubsidiesandthatrelymoreonsocialinsurancepremiums.Inthatcase,pre-
miumsshouldbecomemoredirectlytiedwithbenefitstoobtainwideconsent.Prefunding
schemeissuitableforthepurpose.
Keywords:Healthinsurance;Long-termcareinsurance;Socialsecuritybenefits;
Governmentsubsidies;Prefunding
